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温暖化対策によって回避できる損害の分析について 

 

平成 21年 11月 20日 

独立行政法人 国立環境研究所 

 

国立環境研究所 AIMチーム・温暖化影響総合予測プロジェクトは、IPCC第 4次評価
報告書ならびにそれ以降の国内外の研究報告を基にして、気温上昇別に懸念される影響

（世界）、被害コスト（世界）の推計事例、日本への影響の予測について、中期目標検

討支援の観点から整理し、「世界が温暖化対策を講じない場合の被害コストについて」

と題し、第 7 回中期目標検討委員会資料（2009 年 4 月 14 日）に報告資料を提出した。
特に日本への影響に関しては、環境省地球環境研究総合推進費による「温暖化影響総合

予測プロジェクト」の最新知見を可能な限り取り入れることで、排出削減対策を講じな

い場合の影響予測に併せ、GHG濃度安定化（450ppm・550ppm）に対応した排出削減を
想定しての影響評価結果を複数の影響分野について示すとともに、洪水氾濫による浸水

被害等の一部指標に関しては、影響被害を金銭換算したうえで示した。同報告資料の結

論は以下の通りである。 
 

 IPCC第 4次評価報告書によると、世界平均気温の上昇に伴い、水、生態系、食料、
沿岸域、健康等の広範な分野で、影響が深刻化することが予測されている。 

 全世界を対象とした既存の報告（Stern, 2006）によると、世界が対策を講じず 21世
紀末に平均気温が 3.1～4.3oC 上昇するシナリオでは、全世界 GDP の 0.9～3%に相
当する被害が生じると推計されている。 

 我が国においても、今後、国民生活に関係する広範な分野で一層大きな温暖化の影
響が予想される。「温暖化影響総合予測プロジェクト」の研究成果によると、世界

的に温室効果ガス排出が大幅に削減された場合、我が国に対する被害も相当程度減

少すると見込まれる．しかし、温室効果ガス濃度を 450ppmに安定化した場合でも
一定の被害が生じることは避けられない． 

 

さらに、温暖化影響総合予測プロジェクトでは、その後 2009年 5月 29日に上記報告
の詳細版として「地球温暖化「日本への影響」-長期的な気候安定化レベルと影響リス
ク評価-」を公表し、（上記報告に含まれない項目も追加し）国内の複数の影響項目につ
いて、被害量・被害額を整理している（図 1、表 1）。それによると、削減対策を講じな
かった場合、21 世紀末には主要な影響分野の被害額が 17 兆円/年に達し、450ppm の
GHG濃度安定化（安定化時における気温上昇 2.1oC）においてもなお 11兆円/年の被害
が生じるとしている。ただし、「温暖化影響総合予測プロジェクト」では、単一の気候

モデル（MIROC3.2-hires）による将来気候予測に基づいて影響評価を実施している。気
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候変化の大きさ・地域分布について気候モデル間の差異が無視できないことを考慮する

と、この影響評価結果は、気候モデルの予測不確実性幅の中の一例を示すものと考える

べきである。 
 影響予測・評価に係る多様な不確実性があるものの、排出削減対策を適切に講じずに

気候変化が進んだ場合に国内外の各部門で悪影響が深刻化する（排出削減により気候変

化を緩和した場合には悪影響が軽減される）、という IPCC 第 4 次評価報告書及び温暖
化影響総合予測プロジェクトを通じた定性的な見通しは揺るぎないものである。しかし

ながら、定量的評価結果に関しては、その取り扱いに際して以下の点に留意が必要であ

る。 
 
・気候予測の不確実性 
より妥当性の高い影響予測をめざす今後の取り組みとしては、気候モデルの高精度化

とともに、複数の気候モデルによる将来気候予測を用いて影響予測を実施し、その幅を

示すことが挙げられる。 
 
・評価分野の網羅性 
 「温暖化影響総合予測プロジェクト」では、各部門の代表的な影響について評価を実

施したが、気候変化の結果として生ずる全ての影響を網羅的に評価した訳ではない。そ

の結果、各部門で推計された影響被害額を足し合わせることでは影響の総量を示すこと

は出来ない。また、生態系・生物多様性への影響など金銭的に十分評価できない影響も

あるので、金銭的な被害コストだけで影響の全体像を議論できないことにも留意すべき

である。 
 
・適応策の考慮 
適応策の実施による影響被害軽減の効果については、農作物影響評価における移植日

の移動等、一部明示的に考慮されているものの、影響評価手法の制約ならびに適応策の

将来想定の困難等のために考慮が不足している。影響評価手法の高度化により、適応策

に関する各種想定の下での影響評価を今後実施する必要がある。 
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図 1 安定化水準別の分野別影響（全国値） 

 

表 1 安定化水準別の分野別影響（全国値） 
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